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1. はじめに

激動する世界経済の中で、我が国が豊かで活力ある社

会を維持し、また、エネルギー・環境問題解決に貢献し

ていくためには、先導的な技術開発にとりくみ、これま

でと同様に科学技術立国を目指していくことが不可欠で

す。

国、経済産業省の打ち出す政策のもとに、産学官の総

力を結集して、我が国の産業競争力を強化するとともに、

エネルギー・環境問題を解決するため、平成15年10月１

日付けをもちましてNEDOは独立行政法人という新たな

法人形態として生まれ変わりました。

今後は独立行政法人として、法人の業務実績に対する

評価というものが厳しく問われることとなりますが、独立

行政法人として自らが決めた中期計画及び年度計画に従

い、産業競争力に資する技術開発のコーディネーターと

して自主性・自律性をもって業務を遂行してまいります。

2. 独立行政法人「NEDO技術開発機構」の戦略

NEDO技術開発機構は、独法制度の特徴である運営費

交付金という柔軟性・機動性のある資金を最大限に活用

し、成果の最大化のための変革を推し進めていくことに

しています。具体的な変革の方向性は次の３点です。

（1）時代の要請に応じて『成果を挙げるNEDO』

研究開発により得られる技術的成果を最大化し、実用

化に繋げていきます。

シーズ探索のための大学等向け提案公募事業、出口イ

メージを念頭においたハイリスク・中長期のプロジェク

ト、即効的な経済活性化を実現する実用化・企業化促進

事業を適切に組み合わせ、効率的に実用化する成果を生

み出す研究開発マネジメントを行います（図１）。
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独立行政法人 新エネルギー･産業技術総合開発機構
（NEDO技術開発機構）発足
産業競争力強化を目指して生まれ変わるNEDO
「利用しやすく、成果を挙げる」研究開発マネジメント機関へ

①時代の要請に応じて『成果を挙げるNEDO』

②研究機関にとって『利用しやすいNEDO』

③自らの業務効率を『厳しく見直すNEDO』

中期計画に掲げている主な目標（研究開発関係）

図1 NEDO研究開発関連事業推進の考え方



具体的には、新しい技術が実社会に使われたときのイ

メージを見極め、成果重視の視点で評価を行い、良いプ

ロジェクトには、資金、人材を重点的に配分し、駄目な

ものはやめるという選択と集中を徹底していきます。

また、これまでは、必ずしも十分に行ってこなかった

「事前評価」「追跡調査・評価」を行い、事業・制度設計

の質の向上に繋げていくこととしています（表１）。

（2）研究機関にとって『利用しやすいNEDO』

NEDOの制度利用者にとって「アクセスしやすく、利

用しやすい制度」を実現していきます。

例えば、これまで国の単年度主義に縛られて実現でき

なかった複数年度契約を実施するなど、制度面での改善

につとめ、実務面では、できるだけスムーズな事務処理

により企業等の皆様にとって利用しやすい環境を提供し

ます。

（3）自らの業務効率を『厳しく見直すNEDO』

意思決定及び業務執行体制を常に見直し、迅速化と効

率化を両立させる組織運営をこころがけていきます。

こうした制度面での改善に加え、実務面においても、

意思決定の迅速化、事務処理の簡素化等により企業等の

「お客様」にとって利用しやすい環境を提供します。

また、新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務

においては、研究開発に加え、実証事業、導入普及事業

を三位一体で推進し、国のエネルギー政策の目的実現に

貢献して参ります（図２）。

3. おわりに

NEDO技術開発機構は、研究開発のマネジメントのプ

ロフェッショナルとして、国民、産業界、研究者、国と

のより緊密な連携をもとに、科学技術立国の一翼を担う

べく、今後とも不断の努力を行ってまいります。今後と

も当機構の事業の推進に対しまして、御理解・御支援を

賜りますようお願い申し上げます。
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表1 評価制度改革

図2 新エネ・省エネ導入普及関連業務の推進



独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の組織図（平成15年10月１日現在）
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１．設　　　　立：平成15年（2003年）10月１日　※前身の特殊法人は昭和55年（1980年）10月１日設立

２．理　事　長：牧野　力

３．職　員　数：約730人（他に研究開発業務等を専門的に行う任期付職員が約300名）

４．予　　　　算：3,169億円（平成15年度）

５．研究委託件数：約1,700件（平成14年度）

参加企業数：約3,800法人

参加研究者数：約36,000人

６．補助・助成対象数：約2,500件（平成14年度）

NEDO技術開発機構（独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）の概要



1. プログラムの目的

ブロードバンド化の進展に伴い、家庭におけるインタ

ーフェースとして、次世代ディスプレイに対する需要が

急速に拡大すると見込まれています。こうした中、我が

国が優位な最先端技術を中心にブロードバンドの恩恵を

より多くの国民が享受できるようにするため、高精細・

薄型化等が可能となる高機能ディスプレイの実現を図る

ことを目的としています。

2006年度までに、生産効率を高める革新的プロセス技

術や、薄くて折り曲げ可能なフレキシブルなディスプレ

イ等を実現するための材料開発及び基盤技術等、高機

能・低消費電力の次世代ディスプレイを実現するために

必要な基盤的技術及び新産業の芽となる技術の開発を行

います。

2. 政策的位置付け

科学技術基本計画（2001年３月閣議決定）における国

家的・社会的課題に対応した研究開発の重点化分野であ

る情報通信分野および、分野別推進戦略（2001年９月総

合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野

に位置付けられます。

また、産業発掘戦略－技術革新（「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針2002」（2002年６月閣議決定）

に基づき2002年12月取りまとめ）の情報家電・ブロード

バンド・IT分野における戦略目標達成のための戦略的

技術に対応するものです。

さらに、産業技術戦略（2000年４月工業技術院）にお

ける社会的ニーズ（経済社会の新生の基盤となる高度情

報化社会の実現）への対応、革新的、基盤的技術（情報

通信技術）の涵養を図るものです。

3. 平成15年度のプログラム概要と運営

次世代ディスプレイ技術開発プログラムでは、本年度

新たに立ち上げた４プロジェクトを含め７つの事業から

構成されています。電子・情報技術開発部が４プロジェ

クト、ナノテクノロジー・材料技術開発部が３プロジェ

クトを担当し、相互の協力の下で本プログラムを運営し

ています。
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………特集１ 

次世代ディスプレイ技術開発プログラム
～世界最先端のディスプレイの実現に向けて～

図1 次世代ディスプレイ技術開発プログラム



プロジェクト型の事業としては、Ⅰ．高速・省エネル

ギー型ディスプレイの開発を目的として、（1）省エネ型

次世代PDPプロジェクト（フォーカス21）（電子部）、

（2）次世代プラズマディスプレイ製造技術の開発（H14

補正）（電子部）、（3）高効率有機デバイスの開発（電子

部）、Ⅱ．ディスプレイの高機能化のための材料等基盤

技術開発を目的として、（1）高分子有機EL発光材料開発

プロジェクト（フォーカス21）（ナノテク部）、（2）ディ

スプレイ用高強度ナノガラスプロジェクト（フォーカス

21）（ナノテク部）、また、Ⅲ．新原理・新技術を用いた

次世代ディスプレイの基盤技術開発を目的として、（1）

カーボンナノチューブFEDプロジェクト（フォーカス

21）（ナノテク部）を実施しています。

また、実用化開発を目的として、（1）エネルギー使用

合理化液晶デバイスプロセス技術開発（電子部）を実施

しています。（図１）

（1）省エネ型次世代PDPプロジェクト

平成15～17年度、15年度事業費　7.7億円

プラズマディスプレイパネル（PDP）は30インチ以

上の大型ディスプレイを代表する表示デバイスであり、

この１、２年の間に一般家庭に浸透しはじめ、今後急速

な市場拡大が見込まれています。しかし現状は、40イン

チクラスで約300Wとまだ消費電力が大きく、省エネル

ギー対策の観点からも、少なくとも液晶と同等の低消費

電力化が求められています。また生産工程においては焼

成工程が多い等により生産エネルギー消費が多いという

問題を抱えています。

平成15年度は、低消費電力で効率よく発光するPDP

を実現するための、高効率発光機構の開発と発光効率を

高めるための蛍光体材料の開発を行い、パネル発光特性

を最大限に引き出し、低消費電力と高画質を実現させる

駆動半導体デバイスの開発も行います。また、焼成工程

等の簡素化や工程の複合化など、多数の工程からなる複

雑な製造工程を簡素化した革新的省エネルギー型製造工

程を開発します。（図２）

（2）次世代プラズマディスプレイ製造技術の開発

平成14年度補正事業、14年度事業費　10.0億円

現状のPDPは、多数の工程からなる複雑な製造プロ

セスでパネル生産をしているため、生産効率が悪く生産

コストが高いという問題を抱えています。本事業はプラ

ズマディスプレイの生産コスト低減に資するため、製造

工程時間を大幅に削減する革新的生産プロセス技術の開

発を行うものです。

（3）高効率有機デバイスの開発

PL：城戸淳二（山形大学工学部機能高分子工学科教授）

平成14～18年度、15年度事業費　7.8億円

情報通信技術のめざましい進展により、誰もが自由に
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電子・情報技術開発部 
ナノテクノロジー・材料技術開発部 

図2 低消費電力化技術と生産工程の革新
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必要な情報をやりとりできる時代が近づいてきました。

そしてヒューマン・インターフェースとなる情報端末に

は携帯性、低消費電力、低コスト等においてさらなる発

展が求められています。

本プロジェクトでは、このような要求に応えるべく軽

量・薄型の「大画面ディスプレイ」、紙のように薄く柔

らかい「フレキシブルシートディスプレイ」という次世

代の表示デバイスを目指した２つの応用分野を想定し

て、必要な要素技術を開発するとともに実用化に向けた

開発試作を行います。（図３）

平成15年度は、高効率発光素子・材料の開発、大面積

成膜技術の開発、有機アクティブ発光素子と高速有機ト

ランジスタの開発、およびプリンタブル有機トランジス

タ技術の開発など要素技術を中心に研究を行います。

（4）高分子有機EL発光材料開発プロジェクト

平成15～17年度、15年度事業費　4.7億円

本プロジェクトでは、携帯情報端末（PDA等）や移

動体通信機器（カーナビ）等に使用可能な小型有機EL

ディスプレイ用高性能高分子有機EL発光材料とその最

適成形加工技術、有機ELディスプレイパネル製造にお

けるプロセスインテグレーションシステム等の一体的開

発を行います。

具体的には、高発光効率と長寿命特性を両立できる新

規共役系高分子有機EL発光材料の合成技術、精製技術、

および量産化技術を開発します。また、新規共役系高分

子有機EL発光材料に最適な製膜技術、陰極製膜技術、

封止技術と成形加工装置、およびそのプロセスインテグ

レーションシステムを開発します。（図４）

（5）カーボンナノチューブFEDプロジェクト

PL：奥田荘一郎（三菱電機（株）先端技術総合研究所

表示デバイス技術部長）

平成15～17年度、15年度事業費　7.4億円

本プロジェクトでは、カーボンナノチューブ（CNT）

をフィールドエミッションディスプレイ（FED）用電

子源として用いる際の電子放出特性のバラツキを抑制す

るための技術的な問題を解決し、高精細・低消費電力等

の高機能FEDを実現するため、均質電子源の開発およ

びパネル化及びディスプレイ性能評価技術の開発を行い

ます。

まずCNTの最大の課題である電子放出特性のバラツ

キを抑制して均質化を実現するために、CNTの均質成

膜技術及び微細エミッタ作製技術等の開発を行います。

さらに、真空容器技術等のパネル作成技術、画像表示技

術、画質評価技術等の開発を行います。これらの技術の

確立により、高輝度・高画質である現行ブラウン管

（CRT）の長所を継承し、低消費電力の薄型平面ディス
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図3 有機デバイスの適用例 図4 高分子有機ELデバイス断面図



プレイが実現します。

平成15年度は、微小な画素に対応したカソード電極の

CVD法による作製技術を確立するとともにCNTの小径

化手法を検討します。同時に、CNT膜表面の平坦度に

優れるCNT印刷用ペースト・スクリーン版・高精度印

刷技術、表面処理技術、微細孔中にCNT電子源を配置

することで電子放出特性ばらつきを低減する技術開発を

行います。

更に、パネル構造に関連する要求特性を明確にし、大

型化を念頭においた構造設計を行うために、パネル基板

ガラスの成形方法について予察検討を行います。

（6）ディスプレイ用高強度ナノガラスプロジェクト

PL：堤憲太郎（セントラル硝子（株）硝子研究所長）

平成15～17年度、15年度事業費　2.3億円

PDP等のディスプレイは年々大型化していますが、

これらを壁掛け型にするためには重量の大きな部分を占

めるガラス基板の機械的強度を高めて薄くさせ、軽量化

を図る必要があります。また、従来のガラス強化技術で

は高温・長時間の処理を必要とするため、今後急増する

ディスプレイ生産においては、エネルギー消費を抑えて

二酸化炭素の発生量を減少させる新たなガラス基板強化

法の開発が必要とされています。

本プロジェクトでは、「ナノガラス技術プロジェクト」

で得られた成果をもとに、室温での超短パルスレーザー

照射によりガラス基板中に異質相を析出分散させ、これ

らを適切に配列することによりガラス基板の機械的強度

を増加させる技術の開発をおこなっています。また、大

面積のガラス基板を短時間で強化処理する技術の開発す

ることにより、情報通信分野に利用される大型ディスプ

レイ製造時の省エネルギー化を目指します。（図５）

本プロジェクトでは産業界も資金等の負担を行い、早

期実用化を図っています。

（7）エネルギー使用合理化液晶デバイスプロセス技術

開発

平成13年度～16年度、15年度事業費　5.1億円

液晶デバイスの製造工程は、エネルギー多消費構造と

なっています。また液晶ディスプレイは、モニター市場

やテレビ市場への普及により今後ますます生産量が増大

していくと予想されています。

本事業では、液晶デバイス製造工程に係る各プロセス

を、原理原則に立ち返って見直した省エネルギー型次世

代プロセス基盤技術の研究開発、具体的には低温ポリシ

リコン薄膜トランジスタデバイスの製造工程において消

費される電力を現行の２分の１にすることが可能なプロ

セス基盤技術開発に対し助成を行っています。

平成15年度は、平成14年度に行った要素技術確立のた

めの複数技術候補の中から、可能性の高い技術候補に重

点化し、技術テーマ毎に研究の更なる深耕化を図ります。
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図5 超短パルスレーザーによるガラスの高強度化



1. プロジェクトの背景
パーソナルコンピュータ、デジタルカメラ、携帯電話

等のデジタル情報機器の一般社会への急速な浸透等によ

る高度情報化社会の進展に伴い、既存の応用分野に加え

て、文化（博物館、美術館等のライブラリーソフト）、

教育（教材等）、医療（高精細画像診断等）、エンターテ

ーメント（3Dバーチャルリアリティを実現する映画、

ゲーム等）等を含めた極めて広範な分野において、より

高精細な画像情報等の大容量デジタル情報の記録技術へ

のニーズが高まっています。これに対して、デジタル情

報記録技術としては、CD、DVDや光磁気ディスク等の

光ディスクがメモリ媒体として利用されており、さらに

使用する半導体レーザの短波長化、光学系の改善等によ

り、Blu-ray Disc（16.8～19.5Gb/inch2）も実用化されま

した。しかしながら、さらなる高密度記録化に対しては、

全く新たな技術の開発が必要となっています。

2. プロジェクト内容
本プロジェクトは、現状技術を大幅に上回る記録密度

100Gb/inch2以上、転送速度100Mbps以上、アクセスタ

イム10ms以下の光ディスクの実用化を図るため、要素

技術を開発するとともに、それらを統合することを目的

としました。今後ますます増大する高精細な動画像など

の大容量デジタル情報の記録ニーズに対応するととも

に、電子機械分野での新規産業の創造が期待できます。

以下の研究テーマに分けて、平成10年度から平成14年

度までの５年間、研究開発を実施しました。

（1）ナノメータ制御光メモリ技術

高密度信号処理技術、及び、原盤（マスタ）に形成さ

れる微細ROMピットパターンを忠実にディスク上に転

写し複製する高密度光ディスク形成技術を開発しまし

た。

（2）磁区応答3次元光メモリ技術

微小記録磁区の信号を高い信号レベルで読み出すこと

のできる磁区応答再生型光磁気媒体方式、及び、その多

層多重方式を開発しました。

（3）超精密ピット描画技術

従来のレーザ露光では描画できない100Gb/inch2微細

パターンを原盤に描画するために、半導体分野で開発が

進められてきた電子ビーム露光による原盤描画技術を開

発しました。

（4）超精密ピット計測技術

100Gb/inch2に対応する高精度のピット形状計測AFM

（Atomic Force Microscope）装置を開発しました。

3. プロジェクト成果
（1）ナノメータ制御光メモリ技術

①100Gb/inch2 ROMディスクシステムのフォーマット検討

再生光スポット内の２トラックの計４つのピットエッ

ジからデータ再生する２次元PRML（Partial Response

Maximum Likelihood）方式を提案しました。そして、適

用イコライザ、クロストークキャンセラー等の高密度信

号処理技術を開発し、40Gb/inch2でのディスクシステム

実証確認と、60、100Gb/inch2での要素技術検証を総合

して、21値レベル２次元PRML方式による100Gb/inch2

ROMディスクの実現可能性を明確にしました。

②原盤からスタンパ、レプリカディスクを作製する技術

の確立

RIE（Reactive Ion Etching）プロセス技術と、レプ

リカ成型プロセス技術を確立し、100Gb/inch2において

転写性の良好な、ピット側壁角度が約83°でティルト

0.3°以下のレプリカディスクを作製できました（図１）。

③100層ROM光カード、30Gb/inch2相変化ディスクの

開発（バイプロダクト）

２次元信号処理技術の応用として100層ROM光カード

を試作して、各層毎の２次元データの一括信号再生に成

功し、100層合計で100Gb/inch2の光カード実現見通しを

得ました。

相変化ディスクについては、再生光スポット内の記録
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図1 100Gb/inch2のレプリカディスクのピット
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マークの２つのエッジからデータ再生する方式を検討

し、30Gb/inch2多値記録の実験確認ができました。

（2）磁区応答３次元光メモリ技術

①単層50Gb/inch2磁区応答再生型RAMディスクシステ

ムの構築

微小磁区を記録可能な記録層、微小磁区を転写拡大可

能な再生層からなる磁区応答再生型媒体の磁気特性、熱

構造、成膜プロセスを検討しました。そして、マイクロ

コイル、高NA（0.9）レンズを浮上スライダに搭載した

OFH（Optical Flying Head）、及び高帯域化と低ノイズ

化を実現したPDIC（Photo Detect IC）を開発し、これ

らを統合した高マージンOFH装置により、52Gb/inch2

で100Mbps相当の磁区応答再生に成功しました（図２）。

また、アクセスタイムでは9.7ms（φ3.5inchディスク

で１/３ストローク相当）を達成しました。

②２層RAMディスクの技術確立

温度特性の異なる２つの記録層と、再生層を組み合わ

せて、再生光パワーを切り替えることで片方の記録層の

磁区のみが磁区応答拡大再生する２層媒体手法を見出

し、50Gb/inch2×２層で100Gb/inch2が可能なことを実

験実証しました。

（3）超精密ピット描画技術

①100Gb/inch2原盤を描画可能な描画装置の構築

ディスク原盤を作製するために、回転ステージ型の電子

ビーム描画装置を開発しました。安定化TFE（Thermal

Field Emission）電子光学系、低ジッタ回転ステージ機

構、高分解能レーザ干渉測長システム、浮遊磁界のアク

ティブシールド法などの開発により、精度1.5～２nm（σ）

でピット加工が可能になりました（図３）。

②大電流電子銃、高感度・高分解能レジストの開発

実用的な時間で原盤を作製するために、新構造の磁界

重畳型電子銃を開発し、50kVで605nAの実現見通しを

得ました。一方、化学増幅系ポジ型レジストの成分検討

により18μC/cm2の高感度とパターンラフネス約１nm

（σ）の高解像度が得られました。両者により、φ120mm

の原盤でも0.5時間程度で作製できる見通しが得られま

した。

（4）超精密ピット計測技術

①原盤、スタンパ、レプリカ評価用AFM装置の構築

原盤のレジストパターン計測用AFM装置（図４）で

は、柔らかいレジスト膜を非破壊測定するためにステッ

プインモード方式を開発し、スタンパ・レプリカ計測用

AFM装置では、静電容量センサ内蔵３軸独立型アクチ

ュエータを開発して、どちらも0.5nm（σ）の測定精度を

得ました。

さらに、複合化ピット計測システムを開発し、光ヘッ

ド再生信号からエラーピット等を見つけて、そのピット

を容易に走査型プローブ顕微鏡で形状計測することが可

能になりました。

4. おわりに
本プロジェクトは平成14年度で終了しましたが、さら

に実用化に向かって参加企業が検討を進めています。
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図2 磁区応答媒体の再生波形例
（52Gb/inch2, 100Mbpsに相当）

図3 回転ステージ型電子ビーム描画装置

プローブ部分
（アスペクト比＞５）

図4 レジストパターン計測用AFM装置（計測精度0.5nm以下）



1. プロジェクトの背景

宇宙、深部地中等、地上環境に比べ高温、高放射線等

の過酷な環境（以下「極限環境」という。）で使用する

機器には、耐環境性の保証されたMIL規格の電子部品等

（以下「MIL部品」という。）が使用されています。しか

し、MIL部品は、一般に商用部品として使用されている

電子部品等（以下「民生部品」という。）と比較し、高

価でかつ長納期であるばかりでなく、２～３世代古い部

品が使用されていることから大型、低機能であり、極限

環境で使用する機器等の低コスト化、短納期化、小型化、

高機能化を妨げる要因となっています。また、MIL規格

が廃止を含めた見直しが行われていることから、早急な

対応策が望まれています。

このような状況において、わが国が得意とする低コス

ト、短納期、小型、高機能の民生部品、並びにその実装

技術をはじめとする民生技術が極限環境に適用可能とな

れば、例えば宇宙開発においては、人工衛星等の低コス

ト化、短納期化、高機能化、ひいては我国宇宙産業の国

際競争力の強化が図られることになります。

2. プロジェクトの内容

現状の民生部品・民生技術は地上環境で使用すること

を目的として開発されたもので、極限環境での耐性は評

価されていません。従って、極限環境で使用する機器の

低コスト化、短納期化等を目指して、わが国の民生部

品・民生技術について、地上での極限環境の模擬試験

（地上模擬試験）及び宇宙での極限環境の実証試験（宇

宙実証試験）を行うことにより、極限環境で使用できる

民生部品・民生技術の選定技術、検証技術及び適用技術

（データベース・ガイドライン等の知的基盤）を開発し

ます。また、極限環境で使用する機器等開発の効率化を

図るため、仮想環境を用いた開発支援技術の開発も合わ

せて行います。

本研究開発は、平成11年度から平成19年度までの９年

間に渡り、２回の宇宙実証試験を経て、民生部品・民生

技術の転用に係る知的基盤の整備を図る計画であり、

（財）無人宇宙実験システム研究開発機構（USEF）に委

託して実施しています。

（1）地上模擬試験

MIL部品の置き換え等により大幅な低コスト化等が期

待できる民生部品・民生技術を調査・検討・抽出を行

い、抽出された民生部品・民生技術について、耐久試験、

環境試験、放射線評価試験等の地上模擬試験を実施し極

限環境への適合性を評価します。地上模擬試験により取

得した技術データは民生部品・民生技術データベースと

して蓄積を図ります。

なお、民生部品の放射線耐性の予測方法を確立するた

め、東北大学サイクロトロンラジオアイソトープセンタ

ーとUSEFと共同で基礎実験を行っています。

（2）宇宙実証試験

民生部品・民生技術を宇宙環境で評価するための衛星

搭載用の実験装置、及び衛星の打上げから実証試験終了

までの間に実験装置がさらされる、温度、放射線等の環

境を計測する装置を開発します。また、これらの装置を

搭載する実証衛星を開発し、平成15年度（実証衛星１号

機）及び平成18年度（実証衛星２号機）に予定される打

上げによって、宇宙実証試験を行います。この試験では、

低軌道の地球周回軌道において民生部品・民生技術の極

限環境における技術データを取得して適用性に関する分

析評価を実施し、宇宙実証データとして蓄積します。

（3）ガイドライン策定

民生部品・民生技術データベース及び宇宙実証データ

等に基づき、極限環境に適用する民生部品・民生技術の

選定技術及び検証技術を開発して民生部品・民生技術選

定評価ガイドラインを策定します。また、民生部品・民

生技術を極限環境で使用する機器へ適用する際に必要と

される民生部品・民生技術の適用技術を開発して民生部

品・民生技術適用設計ガイドラインを策定します。

（4）開発支援技術の開発

極限環境で使用する機器の３次元設計情報をインター

ネットを通して交換するとともに、コンピュータ上の仮

想環境で機器等を組み立てて耐極限環境性をシミュレー

トし、適正なシステムを構築するための技術を開発しま
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宇宙等における民生部品等の利用
～人工衛星等の低価格化・高機能化の実現へ～



す。この成果は、実証衛星開発に適用して、その有効性

を確認します。

3. プロジェクトの成果

（1）地上模擬試験

実証衛星に搭載される実験装置に用いられる、CPU、

SRAM、DRAM等の民生部品・民生技術を重点に、更に

は将来の衛星搭載機器の低コスト化、高性能化に寄与で

きる民生部品・民生技術を選定し、耐久試験・環境試験・

放射線評価試験等の実施及び極限環境への適合性評価を

行っています。平成14年度までに、182品種（表１）のデ

ータベースへの登録を完了しており、評価を完了した部品

の内約半数以上の部品が、適切な設計的配慮をすること

により、極限環境で使用できる見込みが得られています。

（2）宇宙実証試験

実証衛星１号機（SERVIS－１）搭載用実験装置（部

品単体実験装置、機器実験装置９機器）及び環境計測装

置の各装置（表２）、並びに衛星バス機器のプロトフラ

イトモデルの製作・試験を完了し、衛星として組立てて

システムプロトフライト試験を完了しました（図１）。

SERVIS－１搭載用実験装置で宇宙実証する民生部品は

40品種、民生技術は７技術です。

SERVIS－１は、平成15年10月、ロシアの打上げ機ロ

コットによって、ロシア・プレセツク射場から打上げら

れます。

SERVIS－１の軌道条件等は以下のとおりです。

・軌道上外観形状：図２

・軌道：高度1000km、軌道傾斜角99.5度の太陽同期

軌道

・打上げ時質量：約850kg

・発生電力：1300w（ミッション終了時）

・運用期間：２年間

・運用管制局：USEF運用管制センター
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図1 SERVIS－1組立図

表2 SERVIS－1搭載実験装置・環境計測装置
No.
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

ベーン式推薬タンクシステム 
統合航法センサシステム 
統合電力制御装置 
次世代パドル駆動装置 
無調整化TTCトランスポンダ 
オンボードコンピュータ 
スターセンサ統合型衛星制御装置 
リチウムイオンバッテリシステム 
光ファイバジャイロ慣性基準装置 
環境計測装置 
部品単体試験装置 

低価格推薬排出機構を有する推薬タンク 
GPS受信機、恒星センサを統合 
ピーク電力追尾、バス電圧制御、バッテリ充電制御機能を統合 
グリース(民生)潤滑技術採用等による駆動機構 
MMIC化、デジタル化によるマイクロ波回路の無調整化 
MCM実装技術等による汎用的OBC 
スターセンサによる姿勢・軌道制御及びデータ処理 
民生用セル仕様のコバルト系電極リチウムイオン電池システム 
光ファイバを用いた角速度検出器による慣性基準装置 
宇宙の放射線環境を計測する装置 
民生部品を単体で宇宙実証試験する装置 

VTS 
INU 
PCDS 
APDM 
ATTC 
OBC 
SIS 
LIB 
FOIRU 
EMSS 
CPT

名　　称 略　称 概　　要 

表1 地上模擬試験評価部品品種数

CPU 
DSP 
SRAM 
SOI-SRAM 
DRAM 
PROM 
EEPROM 
Flash Memory 
Gate Array 
Digital IC 
Digital IC (SOI) 
Analog IC 
光部品 
SOI (他) 
その他 
合計 

5 
1 
4 
3 
1 
0 
2 
0 
3 
4 
2 
5 
2 
0 
5 
37

2 
0 
11 
1 
10 
2 
0 
0 
1 
3 
0 
9 
1 
2 
8 
50

4 
1 
5 
4 
1 
0 
1 
3 
7 
21 
2 
20 
1 
0 
11 
81

1 
0 
0 
0 
1 
0 
0 
0 
1 
8 
0 
2 
0 
0 
1 
14

12 
2 
20 
8 
13 
2 
3 
3 
12 
36 
4 
36 
4 
2 
25 
182

11年度 12年度 13年度 14年度 合　計 品　種 

図2 SERVIS－1軌道上外観図



1. 開発の背景と目的

本年３月、PRTR制度（化学物質排出量把握制度）に

基づき、国内の35,000事業所から排出されている特定の

化学物質の量が、初めて公表されました。このデータの

公表により、事業所毎に、どのような化学物質をどの程

度排出しているかを、周辺住民が知ることができる環境

が整いました。

このような中で、化学物質を取り扱う事業者は、その

リスクを科学的に把握し、それを基にした適切な管理を

実施するとともに、事業者の活動に関心をもっている周

辺住民、自治体などの関係者との間で有効なコミュニケ

ーションを行わなければなりません。

しかしながら、排出された化学物質の拡散形態や、化

学物質の健康影響等を正確に把握することは難しく、そ

のために化学物質のリスク評価について、共通の尺度を

持つことは困難であると考えられていました。

そこで、化学物質管理技術開発室（現環境技術開発部）

では、PRTR制度の法制化が検討されていた1999年度か

ら、化学物質を取り扱うことによる、健康への影響、環

境への影響、爆発・火災等の危険性等の多様なリスクに

関し、事業者の自主管理やリスクコミュニケーションを

行う際の指標として活用できる標準的・体系的なリスク

評価システムを開発しています。

2. 研究開発の概要

リスク評価システムの開発を進めるにあたり、（1）標準

的リスク評価手法の開発、（2）標準的データベースの開

発、（3）ソフトウエアの開発、の３つのテーマに分けて

研究・開発を進め、完成するシステムは、CD-ROM収

録のソフトウエアとしてユーザーに提供されます。

（1）標準的リスク評価手法の開発

事業所において化学物質を取り扱う際には、通常の事

業所活動により大気及び排水系に放出することによる周

辺地域への健康・環境影響、作業環境におけるヒト健康

影響、さらには、突発的に発生する漏洩・事故等による

影響等が考えられます。そこで、リスク評価手法の開発

を進めるにあたり、①定常放出時におけるヒト健康影響

評価・環境影響評価、②作業現場でのヒト健康影響評価、

③事故・火災時におけるフィジカルリスク評価、④前記

①から③の結果を総合的に判定し対策を考えるためのリ

スクマネジメント、の４つのモジュールに分割し、さら

に中味をサブモジュール化して詳細の研究・開発を行い

ました。
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………成果報告３ 

化学物質リスク評価システムの
開発

図1 化学物質等リスク評価システムの概要

《事業所周辺地域》 《作業現場》 《事故・漏洩時》 

放出状況による 
評価シナリオ決定 

環境影響評価 
（藻類、魚類、ミジンコ） 

作業状況に対応する 
評価シナリオ決定 

ヒトの取込量計算 

健康影響評価 
（慢性毒性、発がん性等） 

リスクの判定とマネジメント 

フィジカル 
影響評価 

急性暴露 
影響評価 

物質･容器･取扱等による 
災害シナリオ特定 

暴露濃度計算 暴露濃度計算 事故頻度確率の推算 



①定常放出時におけるヒト健康影響評価・環境影響評価

日常の事業（生産）活動により放出される化学物質に

ついて、事業所（工場）周辺にどの様な影響を与えてい

るか評価するためのシステムです。化学物質の放出条件

から事業所周辺の大気・河川・土壌の各濃度を計算し、

その周辺住民の取り込み量を推定する。それらの濃度や

取り込み量から、化学物質がヒトの健康や周辺地域の環

境に与える影響を評価します。

評価するに当たっては、事業所近傍の気象情報を、ア

メダス観測年報のデータ（CD-ROM）を読み込むこと

により２次元的広がりで大気拡散濃度を推定し、ハザー

ドデータとの比較をしてリスク評価を行います。また、

２次元的広がりを示す大気濃度分布（図２）については、

地図と重ね合わせて表示する（図３）ことが可能であり、

地域内の希望する観測点を特定することもできます。

②作業現場でのヒト健康影響評価

作業現場で使用される化学物質の健康への影響の評価

を行います。

発生時間および発生形態から「発生モデル」を選択し、

作業現場および暴露者の状況から「分散モデル」を選択

し、作業現場の濃度の推定を行います。

一連の作業を作業単位に分割し、それらの組み合わせ

により暴露状況のシナリオを作成し、取り込み量の推定

を行い、健康影響評価をします。

図４で示す事例は、塗装工程を例に挙げ塗料の調色作

業から塗装作業、作業後の片付けまでのモデルについて

有機溶剤の発生量と作業者の近傍濃度を示したものです

が、この近傍濃度と作業時間（暴露時間）をもとに健康

影響評価を行います。
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図2 二次元濃度分布

図3 二次元濃度分布（地図上表示）



③事故時におけるフィジカルリスク評価

事業所で発生する可能性のある事故（漏洩、爆発・火

災等）については、業種・取り扱い物質・生産プロセス

等様々な要因によって発生頻度・被害状況・影響の範囲

等異なってきますが、過去の事例をもとに発生頻度を推

定し、事業所周辺の被害状況の推定を行います。

内容的には、消防庁、高圧ガス保安協会等で収録した

事故事例データベース（件数、発生頻度、事故の種類等）

を元データとし、検知器・自動漏洩防止装置等の有無や

人的対応可能性等（ユーザー入力）により発生確率を推

定します。また発災事象により各種モデルを使って被害

影響を推定します。

④リスクマネジメント

リスク評価に基づきリスク判定を行います。リスク判

定の結果によっては色々な対策をとる必要が出てきま

す。リスクマネジメントモジュールは、リスク判定の結

果に対応してどのような対策が必要か、などを考えるた

めの支援機能です。

（2）標準的データベースの開発

化学物質によるリスク評価を行うに当たって、大きな

負荷となることの一つとして、基本物性を始めとして各

種データの収集があげられます。本システムではユーザ

ーの便宜のためにPRTR制度対象物質443物質（包括名

称で示されたものは除くと共に、異性体については分け

て採録）についてのデータベースが搭載されています。

データの内容は、独立行政法人製品評価技術基盤機構

（NITE）が評価したデータを採用しました。

さらに今後ヒト健康・環境影響評価、急性暴露評価等

のための「OECD／HPV」、「EPA／AEGLs」データ等

を順次採録していきます。

また、ユーザーは新たなデータを自ら追加・編集する

ことができます。
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図4 作業者暴露評価

事
故
時
の
リ
ス
ク
評
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個
人
リ
ス
ク
の
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発生頻度推定 

　プール火災、蒸気雲爆発、有毒ガス拡散 

　等の発災事象の発生頻度を推定 

被害影響推定 

　発災事象による被害影響（死亡確率、火

傷、物損等）を推定 

ガイド機能 

・ハザードライブラリ 

　物質固有の潜在危険情報の提供 

・ハザードマトリックス 

　物質と条件による潜在危険性の推定 

図5 事故時のリスク評価



（3）ソフトウエアの開発

前記（1）、（2）で開発した各々のモジュールを統合し、

システム全体の機能設計をすると共に、プログラムの開

発を行いアプリケーションソフトとしてユーザーに提供

します。

化学物質のリスク評価は誰にでもできるというほど簡

単なものではありませんが、意欲をもってある程度勉強

していただければマスターできるよう操作手順や操作性

に配慮をし、ヘルプ機能等の活用により使い易さについ

ても配慮したシステムとなっています。

3. 実施体制

本プロジェクトは、社団法人日本化学工業協会が

NEDOからの委託を受け、神奈川県産業技術総合研究所

と豊橋技術科学大学とともに共同研究体制を組み、研究

開発を進めています。

4. 今後の展望

定常放出時における人の健康と環境への影響評価につ

いては、昨年９月にプロトタイプが完成し、現在、実証

実験を行っています。また、作業環境における人の健康

影響評価、事故時におけるフィジカル評価については、

本年９月にプロトタイプが完成する予定です。来年３月

のプロジェクトの終了に向け、精度の高い、使い勝手の

良いシステムとして完成させるため、今後、綿密に実証

実験を行います。

なお、PRTR制度による公表されるデータが増加する

にしたがい、事業者や周辺住民の化学物質に関する関心

は高まってくるものと考えられます。このような中で当

該システムが、多くの事業所で活用され、化学物質によ

るリスクを減少させるとともに、事業者と周辺住民のコ

ミュニケーションの道具として有効に利用してもらうた

めに、委託先である社団法人日本化学工業会と協力して、

普及活動を行っていきます。

5. その他

昨年９月に行われた「新技術フォーラム2002」（於：

東京ビックサイト）において、化学物質管理技術開発室

のブースのメインテーマとして参加し、プロトタイプの

「簡易評価システム」としての試供版によりシステムの

解説およびデモンストレーションを行いました。

その結果、日刊工業新聞社より「産官学優秀新技術賞」

を受賞しました。
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田口　博茂 
NEDO 
環境技術開発部　主査 

図6 化学物質の情報

表彰楯の写真



1. 概要

家庭用エアコンで使用されていた冷媒フロンR22（Chloro-

difluoromethane；CHClF2）は年間800トン以上が回収さ

れています。R22は「オゾン層保護法」で2020年度までの

生産が容認されていますが、製造時に極めて強い地球温

暖化ガスであるR23を副生成物として排出するため、生産

量抑制が求められていました。一方、回収された冷媒は

熱分解等による破壊と無害化（中和）処理によって生成し

たCaF2やCaCl2を産業廃棄物として埋設処分しています。

本開発は、家庭用エアコンから回収されたR22を再生

してフッ素樹脂の原料とすることによって、R22の生産

量の抑制と回収処理で発生した産業廃棄物の削減を目指

すものです。回収された不純物を含むR22を99.95％以上

の高純度に精製する技術を応用した分留設備の開発を旭

硝子株式会社が担当し、樹脂化追設設備の開発と高効率

な回収設備の開発・設置を三菱電機株式会社が担当しま

した。助成事業の範囲を下図に示します。

助成期間中の開発に要した総費用は408百万円でした。

2. 開発技術要素

本開発は、旭硝子株式会社のR22等各種フロン系冷媒

およびフッ素樹脂の製造に関する蓄積技術と三菱電機株

式会社の家電リサイクル工場（株式会社ハイパーサイクル

システムズ社）にプラントの先行稼動とそのなかで技術開

発と実業上ノウハウを用いて次の課題を解決しました。

（1）回収冷媒の効率的貯蔵

特に共沸混合物の混入を抑制して精製設備への供給に

見合う冷媒回収及び移送に供する充填設備の検討

（2）回収冷媒の精製によるフッ素樹脂原料への適用

回収冷媒精製設備の設計と設置、回収冷媒の精製試験、

既設製造設備を応用したフッ素樹脂合成試験の実施

（3）回収冷媒から得たフッ素樹脂の家電品適用検討

再生R22を原料とするフッ素樹脂の剥離性や防汚性を

活用した家電品部品への適用検討

3. 特長

（1）冷媒回収設備

使用済みエアコンの冷媒回収を行う株式会社ハイパー

サイクルシステムズ社に設置した回収から移充填までの

設備の概要を図２に示します

本設備により、精製に大きな影響を及ぼすR22と共沸

するR12の純度が基準内であることを確認するため、回

収冷媒の純度の測定を行い、基準内のもののみを大型の

搬送容器（屯ボンベ）に移充填するようにしたことによっ

て、受け入れを可能とする回収量が大幅に増加しました。

（2）冷媒精製設備

回収拠点における現行の回収冷媒の分析結果及び今後

の動向予測に基づき、低沸成分となる家庭用エアコン向
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………成果報告４ 

冷媒フロンのケミカルリサイクル技術の開発
～平成12年度 循環型社会構築促進技術実用化助成事業～

循環型経済社会の構築の一環として、家電リサイクル法の施行等に対応した課題の解決を促進する3Rの実用化技

術開発に対する助成事業20件を平成13年度に実施しました。助成事業者は助成期間終了後も実用化に取り組んでい

ますが、今回は家庭用エアコンから回収される冷媒フロンR22の取り組みを報告します。

図1 助成事業の範囲

図2 冷媒回収の概要



け新冷媒R410A（R32とR125の混合冷媒）及び、高沸点

成分となる冷蔵庫向け新冷媒R134aを除去することが不

可欠であると判断しました。また、R22に対する共沸成

分の調査によりR115、R12の該当を確認しました。特に

R12は冷蔵庫用冷媒として用いられており、回収拠点に

おいても冷蔵庫から混入する可能性があります。

またR12濃度が高い場合にはフッ素樹脂の製造工程で

爆発性が高いと懸念される高沸点物（例えばR1112、

R1113など）が大量に生成する可能性があるため、精製

冷媒として管理値以下を維持する必要が不可欠です。

株式会社ハイパーサイクルシステムズ社に新設した回

収設備で回収した冷媒を用いて精製・樹脂化試験を実施

しました。回収冷媒は残分（主に油分）、水分を除去した

後、R22に対して低沸物であるR32、R125及び高沸物であ

るR12、R134aを蒸留工程で除去した結果、180ppmのR12

を含むR22が得られました。これを既設のフッ素樹脂製

造設備を用いてフッ素樹脂の製造試験を実施しました。

4. 家電品への適用検討

得られたフッ素樹脂を現用のフッ素樹脂であるPFA

（４フッ化エチレンとパーフルオロアルコキシエチレン

の共重合樹脂）を製造し、これを現用品と比較評価した

結果、下記の結果が得られました。

①フッ素樹脂単体での評価

・樹脂単体の詳細な品質評価において、管理基準内にあ

り、現用フッ素樹脂との差異はほとんどない。

②PFA塗料単体の評価

・塗膜の表面平滑性と加工時の流動性において、現用の

フッ素樹脂との差異はほとんどない。

③家電品部材としての評価

・塗料の密着性能、実用模擬試験による信頼性に現用の

フッ素樹脂との差異はほとんどない。

・実部材（ジャー炊飯器の内釜、魚焼器の焼網（下の写

真））における塗装表面性能及び実用促進試験に移行

可能であることを確認した。

5. 企業化の状況

回収冷媒の回収・移充填システムは試験運用を開始し

ており、回収冷媒の精製設備についても、暫定的に定め

た受け入れ規格に適合する回収R22について実業運転を

進めながら、R12及びその他の不純物の除去試験を継続

して行っています。一方、再生フッ素樹脂の塗料への適

用は、塗料処方に変更を加えながら最適化を進め、実ラ

インでの塗装と製品の実用試験を含む信頼性評価を展開

しています。

今後、回収冷媒の引取価格改善に寄与できる量の確保

を目的に、回収設備の設置については他社リサイクル工

場への設置誘致を積極的に進めると共に、今回設置の精

製設備における不純物除去能力の限界を見極めて、受け

入れ規格拡大に向けた見直しを行い、他のリサイクル工

場からの処理依頼にも対応できるよう検討を進めます。

また、家電品部材に用いるフッ素樹脂塗料の処方の詳

細は開示できませんが、再生フッ素樹脂適用が現有のも

のと何らの違いもなしに適用可能である事実について、

学会等で発表する予定です。
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西本　芳夫 
三菱電機株式会社 
リビング・デジタルメディア事業本部 

石渡　隆 
旭硝子株式会社 
化学品カンパニー 技術本部 

福田　民雄 
NEDO 
環境技術開発部　主任研究員 

図4 冷媒精製のフロー

図5 フッ素樹脂コーティングした焼網

図3 冷媒精製設備



1. 開発の背景

90年代以降、フェムト秒レーザー技術と呼ばれる超高

速レーザー技術が急速に進展しています。フェムト秒レ

ーザーは、瞬間的な大出力を得られる事から、物質との

相互作用を強くすることが可能となり、その相互作用を

通じて紫外から遠赤外に至る光の発生が可能となってい

ます。超高速の情報処理や次世代の高品質加工等の幅広

い分野での応用が期待されています。具体的には、100

万ワット以上の大パワーを瞬間的に発生させて利用する

ことにより、熱の影響を小さくした高精度の加工、生体

に対するダメージの小さい医療応用が期待されていま

す。フェムト秒レーザーの応用に関しては、高精度加工

が先行しており、ナノテクノロジーやマイクロマシンに

必須の技術となりつつあります。

しかし、フェムト秒レーザーでは、瞬間的な大出力に

起因した様々な問題が発生します。レーザーで使用する

光学部品の特性が光の強度により変化するために、各光

学部品をレーザーの状態に合わせてマイクロメートル精

度で最適に配置することが必要となります。現在市販さ

れているフェムト秒レーザーシステムは、熟練者による

手調整により製造されています。この場合、熟練者の技

能にレーザー性能が影響されることから、再現性と信頼

性の確保が困難であり、価格も非常に高価なものとなり、

産業応用上の大きな障害となっています。

この問題を解決する為に、産業技術総合研究所におい

て、光学システムの自動調整技術が開発されています。

光学系の同時駆動方式と人工知能を応用したアルゴリズ

ムを導入する事により、高速かつ信頼性のある自動調整

方式が実現されています。さらに、1999年以来フェムト

秒レーザーの自動制御技術を行っており、

（1）小型駆動機構

（2）小型高精度位置センサー

（3）制御アルゴリズム

を一体として開発することにより、１週間かかる最適化

調整時間を、100分の１以下の30分（試行回数８回）以

内で実現しています。この結果、これまで生産性と信頼

性に問題があったフェムト秒レーザーを産業化すること

が可能となります。

2. 開発の内容

当開発における、国際共同研究先導調査の目的は、フェ

ムト秒レーザーの産業応用に必要とされる技術課題の調

査を行い、産業化に向けた国際共同研究の可能性を探る

ことです。調査内容は、商用システムとしては世界最短パ

ルスのレーザーを製造しているオーストリアのフェムトレ

ーザーズ社において、自動調整システムの有効性を確認

し、将来の国際共同研究と産業応用の可能性を探る事に

あります。フェムト秒レーザーの自動制御システムを、フ

ェムトレーザーズ社の商用レーザーシステムに導入して、

その有効性を検証しました。実証用のフェムト秒レーザ

ーの性能は、パルス幅として26fs以下、出力として400mW

以上のものです。開発に用いた自動制御システムを図１

に示します。これは、一つのミラーを制御するためのも

ので、ミラーの回転、あおり、集光位置を制御出来ます。

3. 開発の成果

自動制御フェムト秒レーザーシステムを、オーストリ

アのフェムトレーザーズ社の商用システムにおいて、高

安定・自動制御フェムト秒レーザーシステムの有効性を

実証するための調査研究を行い、試験用のフェムト秒レ

ーザーを構築しました。自動制御のフィードバック信号

としては、レーザー光の平均出力と２光子吸収受光素子

からの出力の２種類での実験を行い、連続発振とパルス

発振の２種類の状態に適用しました。連続発振の自動制

御においては、平均出力を用いたフィードバックシステ

ムを構築しました。この場合、人手による初期調整より

も大きな出力が得られ、自動調整技術の有効性が確認さ
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れました。次に、パルス発振の自動制御実験を行いまし

た。この場合は、２光子吸収と呼ばれる物理現象を利用

した受光素子を用いたフィードバック自動制御システム

を構築しました。最適発振状態から、全てのホルダーを

動かして発振しない状態にしました。この状態からスタ

ートして、15分以内に最適なパルス発振状態に導くこと

が出来、開発された自動制御技術は、商用システムでは

最も高性能なフェムト秒レーザーに対しても有効である

ことが確認されました。測定結果を図２に示します。横

軸が制御の世代数であり、縦軸が適応度です。世代が進

むにつれて、適応度が向上していることがわかります。

4. 開発の展開

調査研究の終了時に、今後の産業技術総合研究所とフ

ェムトレーザーズ社の協力を推進することに合意しまし

た。フェムトレーザーズ社から、具体的な要求仕様が提

示され、実用的な高安定・自動制御フェムト秒レーザー

システムに必要な制御システムの目標が設定されました。

特に、小型化と値段について、既存品では十分なものが

ないことから、産業技術総合研究所の技術成果を基に設

立されたベンチャー企業である、（株）進化システム総合

研究所において、自動制御レーザーシステムに関する技

術開発が調査研究終了後も継続して行われました。カタ

ログ商品が翌年の2003年６月に出来上がりました。カタ

ログを図３に示します。既存のミラーホルダに据付可能

な小型パルスモーターと、その制御回路が新たに開発さ

れた商品です。１μｍ以下の位置決め精度と、発熱の少な

い制御方式が採用されています。この制御装置は、10個

の小型モーターを同時に制御出来るものであり、パソコ

ンのUSBバスを通じての制御が可能です。これらの装置

を多数繋げることにより、簡単に20軸以上の制御が簡単

に出来ます。商品に関しては、７月の幕張メッセで開催

された、（財）光技術振興協会主催の「インターオプト展

示会」に出展されました。調査研究を行った、オーストリ

アのフェムトレーザーズ社との販売担当者との折衝が既

に終わり、フェムトレーザーズ本社での性能試験を行う

予定です。本調査研究により、実用に必要な性能が実証

され、実用化に必要なコストを含めた仕様が明らかにな

り、技術開発の具体的な開発目標が明らかになりました。
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1. 開発の背景

パウダー粒子がナノ（100万分の１ミリ）レベルにな

ると、それまでにはなかった性能を示します。これらは、

食材のペースト化、癌細胞をねらい打ちする薬、高性能

超小型の電子部品、鮮明な画像を結ぶプリンター用イン

クなど、次世代の高機能商品開発に繋がると期待されて

います。

本開発の省エネルギー型ナノパウダーミキサーは、高

速三次元回転式で、図１に示すように従来の攪拌機と全

く異なり、羽根を使用せず、複合遠心力を利用してナノ

レベルのパウダーを作るミキサーです。小型プロトタイ

プを作製し、ナノパウダー混練工程において従来方式に

比べて低エネルギー、短時間で混練ができ、本開発機の

優位性が証明されました。この結果、更なる高速回転と

大量バッチ処理が要望され、大型機の開発が必要となり

ました。大型機に対しては、300Ｇを超える大きな遠心

力、危険振動、破壊に対する安全性などが設計製作上の

問題となってきました。この問題の解決に、ロシアの技

術である宇宙飛行士の耐Ｇ訓練設備の設計、ノウハウを

利用するために調査を行いました。

2. 開発の内容と成果

この調査は、NEDOのテーマ公募型事業の一つである、

国際共同研究先導調査事業として実施されたものです。

先導調査派遣研究機関は、ロシア国立科学センター

（RTC）です。RTCの主要活動は、技術サイバネティッ

クス、ロボティック、光子設備、特殊装置の製造、レー

ザー技術、テレコミュニケーション・システム

（TELENETICS＝テレコミュニケーション・ネットワ

ークとインテリジェント・コンピュータシステム）、リ

アルタイム・コントロールです。RTCの開発成果には、

高ビット・レートの通信技術、ネットワーク・コミュニ

ケーター、軟着陸システム用高度計、宇宙船生命維持シ

ステム、ロボティック・システム、放射線モニタリング

システム等があります。宇宙応用のための特殊装置の製

造も含まれます。

今回、実施した調査内容はRTCのコンピューターに

よる解析技術を利用し、構想立案設計したミキサーの三

次元構造分析、回転解析、危険振動解析、破壊解析等を

実施しました。

ミキサーを三次元解析でモデル化を行い（図２）、コ

ンピューター上で回転させ、色々な条件下でのシミュレ

ーションを行いミキサー設計の条件を検討しました。

ミキサーの回転解析の場合

ミキサーを三次元解析でフルモデルを作成しました。

カップは、軸Ｏx1、Ｏx2の回りを回転しています（図3）。

その後、コンピューター上で回転稼働させ、実際の予定

回転数および予定回転数を超えた場合、ミキサーの構成

部品に作動する応力算定を行っています。その結果、一
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部に危険応力が発生することが検出されました。

実機製造

シミュレーションにより得られた色々な結果を参照に

高速三次元回転式ミキサーの実機を作製しました。（写

真１、２）

その後の実機回転試験の結果、コンピューター解析に

沿った結果が得られ、RTCの解析技術の精度が高いこ

とが実証されました。

3. 今後の展望

ミキサーの開発設計段階における、構成要素の危険振

動数の把握、機器の破損、事故防止の安全設計に関わる

センシング技術、制御技術、速度制御、緊急ブレーキ設

計に関してのノウハウの提供あるいは研究協力をロシア

研究機関と結び、実機製造を行い、それにより、食品分

野、医薬分野において新たな食品素材や医薬品の提供を

可能にします。例えば食材のペースト化により、介護を

必要とされる方への新たな食品、ナノパウダー医薬品に

よる先進医薬品の提供などです。高品質食品、高性能医

薬開発が社会生活に与える影響は大きいと思われます。
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